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厂三田学会雑誌」82卷1号 （1989年4 月）

政策目標としての

完全雇用政策についての一考察*

川 侯 雅 弘

庁

経済分析の方法にミクロ経済分析とマクロ経済分析の二つの方法があるのに対応して，政策目標 

は大きく二つに分類される。 ミクロ経済分析による経済政策へのアプローチにおいては，資源およ 

び所得の最適配分が政策目標である。厚生経済学の基本定理CDebreu〔6〕，6. 3.(1),6. 4(D) によれ 

ば，いわゆる古典的な経済環境において，資源のP are to最適配分は私有経済における競争市場の 

均衡において達成される。そこで， ミクロ的経済政策は市場メカニズムの失敗をもたらすような要 

因，たとえぱ不完全競争，費用適減産業，公共財，外部および内部経済性などの存在に対する政策 

が適用される。マクロ経済分析による経済政策へのアプローチにおいては，完全雇用，物価安定， 

国際収支の調整などが政策目標であり，これらの政策目標に対応して財政政策，金融政策その他の 

経済政策が適用される。

これらの政策目標の相互関係は十分検討されるべきであり，とくに国民所得の最大化と資源の最 

適配分あるいは所得分配の相互関係は興味深い問題である。複数の消費者と生産者および財の資源 

からなるある経済において，ある配分が何らかの所与の価格体系に对して国民所得を最大化してい 

ることとその配分が最適であることは同値である（熊谷〔9〕，第19享)。競争市場の均衡において最 

適配分が達成されるから，競争市場の均衡においては競争均衡価格体系のもとで生産物価値が最大 

化されろ。ところが，政策によってある最適資源配分から他の最適資源配分に移ってしまう場合に 

は，一方の資源配分が他方の資源配分のP are to改言でないかぎり，それらの異なる最適配分を国 

民所得の大きさによって順序づけることはできない（Samuelson〔I 2〕）。このときには，異なる最適 

配分を比較するためには何らかの社会的厚生関数を考える必要がある。したがって，■民所得水準 

は，所得分配を変化させるときには資源の最適配分について有効な厚生指標となるとはかぎらない。

ところで，ある経済において，非自発的失業が存在する配分は最適ではないから，その配分に対 

してP are to改善である最適配分が存在する。したがって，完全雇用政策が非自発的失業が存在す

* 筆者は，慶應義塾大学経済学部の神谷傳造教授と川又邦雄教授から有益な御批評をいただいた。ここに記 

して感謝の意を表す。もちろん，ありうべき誤りは筆者のみに帰せられるものである。

注 〔1 ) 以下では，最適という用語をPareto最適の意味で用いる。
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るときの配分をPareto改言するように非自発的失業を解消するならば，政策目標として国民所得

の最大化と最適資源配分は両立し国民所得水準は資源配分の厚生指標となる。しかし，完全雇用政

策は必ずしも資源配分についてPareto改善をもたらさない。神谷〔7〕は，複数の消費者と1人

の生産者および一^̂ ^の消費財と労働からなる経済において，実質賃金率がWalras均衡において

決定される実質賃金率より高い水準に固定されている均衡としてKeynes均衡を定義し各消費

者の所得における賃金所得と利潤の分配の比率が消費者によって異なるときには，実質賃金率の下

落は完全雇用したがってWalras均衡をもたらすが，資源配分についてはそのWalras均衡は必ず

しもKeynes均衡のPareto改善ではないことを示した。したがって，何らかの所与の価格体系の

もとで生産物価値の最大化は資源の最適配分をもたらすが，国民所得水準はWalras均衡の配分

,とKeynes均衡の配分を比較するためには必ずしも有効な厚生指標ではない。

神谷〔7〕は，貯蓄と投資したがって政府を含まない梓組みに基づいている。そこで，われわれは，

かれのモデルをBarro-Grossman [1 ]の枠組みに拡張し，貯蓄と政府を含むより一般的な梓組み 
( 2 )

.において，完全雇用政策は非自発的失業が存在する均衡配分に対してPareto改善である資源配分 

を必ずしももたらさないことを示す。

2 混合経済のW alras均衡

資源配分を考慮するためには，たとえばDebreu〔6〕の私有経済の均衡モデルを適用するのが有 

益である。政府の経済政策を明示的に考慮するために，私有経済に政府を導入した混合経済を考え
て3)
る。われわれは，予備的考察として混合経済のWalras均衡を考える。

2 - 1 混合経済

1人の消費者， 1人の生産者，政府および消費財，労働，貨幣からなる混合経済を考える。消費 

財の貨幣価格をA 労働の貨幣賃金率をM；, 貨幣の価格を1 とすると，価格体系は（/>, W ,1) に 

よって表される。

生産者は生産関数

( 1 ) r = / ( A O

によって特徴づけられる。；Tは消費財産出，iVは労働投入である。生産関数は 

0=/(0), fN = df/dN>0, fNN = d'^f/dN^<Q 

を満たす。

注 （2 ) われわれはBarro-Grossman型の効用関数によって表される貯蓄を考慮しているが，われわれの 

モデルとBarro-Grossmanのモデルは同じではない。たとえば，われわれはかれらが仮定していな 

い Keynesの古典的経済学の第1公準を仮定している。

( 3 ) われわれは，混合経済を政府の経済政策が国民経済に重要な役割を果たしている私有経済と考えて

いる。
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消費者レU ,……，/ } は，消費* 合 ズ お よ び Barro-Grossman型の効用関数 

UiXxi, zu Mi/p+md

によって特徴づけられる。rcsは消費財消費，Z iは余暇の消費，M iは所与の名目貨幣残高ストック 

棚は実質貨酵残高の増加分であり，M か+ m fは実質貨幣残高である。効用関数は単調増加で厳 

密な擬H関数であるとする。

消費者は，資源を私有し生産者を制御する（Debreu〔6〕，pp. 78-79)o消費財資源は0 であると 

する。消費者が労働あるいは余暇として利用できる資源を7；によって表す。消費者/ は生産者の' 

株を d iただし0^0, 保有し利潤を分配率d iで受け取る。

政府は，貨幣供給© / および政府支出G によって特徴づけられる。

したがって，混合経済は（（あ，W , f, G, CTD, Cdi), (M i))によって表現される。

2—2 混合経済のWalras均衡

混合経済のWalras均衡は，それぞれの財の潜在的需要および潜在的供給が実際の需要および実 

際の供給に等しい均衡である。

潜在的消費財供絵および潜在的労働需要は実質賃金率の関数である。消費財供給および労働需要 

は生産者の利潤最大化から導出される。生産者の利潤は， = — U；iV によって表される。生産者 

は，実質賃金率を所与として，生産関数の制約のもとで利潤を最大にするように消費財産出および 

労働投入を決定する。すなわち，

CWa-) (y*, N * )は Y = fQ f)のもとでp*Y-nfNを最大にする。

( m o からKeynesの古典的経済学の第1公準

(2) / n  =  W */P *

が得られる。(2)から潜在的労働需要iV(M；/ /0が決定され，さらに(1)から潜在的消費財供給 

が決定される。したがって，利潤は？T クF O / /0 — となり，実質賃金率の関数 

である。

潜在的消費財需要，潜在的労働供給および潜在的貨幣需要は実質賃金率および実質貨幣残高スト 

ックの関数である。消費財需要，貨幣需要および労働供給は消費者の所得制約のもとでの効用最大 

化から導出される。消費者の所得は賃金所得と利潤の分配の和であり，ei-wC/r厂 zd+dii^によ•> 

て表される。したがって，消費者?'の所得制約は，

P ̂ Xi+md+wzi'̂ wTi+din：

となる。消費者は，実質賃金率および利潤の分配を所与として，所得の制約のもとで効用Uiけ 

Zi, ク+ m f)を最大にするように消費財および余暇の消費を決定する。

ところで，実質貨幣残高M i/p+m iを a tで表すと，効用関数は

(3) Ui (Xi, Zi, ad 

となり，所得制約は
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(4) pQxi+ad +wziSwTi+din+Mi

となる。したがって，消費者は実質賃金率，利潤の分配および名目貨幣残高ストックを所与として， 

所得の制約(4)のもとで効用(3)を最大にするように消費財および余暇の消費を決定すると考えること 

ができる。すなわち，

iW f )  W ,  Zi*, a D  は ダ + スiさが :̂Ti+ ヴ の も と で  

UiCxi, Zi, a d を最大にする。

Uix^dUi/dXi, Uiz =  9Ui/dzi, Uia =  dUi/dai とおく と，（Wめから Lagrange 乗数ス^ 0 が存在して 

CUix — Xp, Uiz~Xw, C/id —か）=0

(5) {.Uix—lp, Ui:— スw, Uid—Xp)Cx*, Zi*, ai*')=0 

Qxi*, Zi*, an^O

および

(6) pQxi+ai) + wzi =wTi+din+Mi

が得られる。（5)および(6)から，潜在的消費財需要: Mi /め，潜在的労働供給2f(wV/>, Mi/ク)， 

および潜在的貨幣需要aihol仏 M JP )が得られる。

消費者は政府によって供給される貨幣を貯蓄手段として用いる。政府は，貨幣を供給して得た収
(5)

入を政府支出として消費財需要に当てる。政府の予算は，©/クによって表される。

W alras均衡（OcAゐ*, び *, N*)’ Q * ,(ダ，w/0, ;r * )は次の均衡条件によって決定され

る。

消費財市場 Y(jA)/t)) = 'hxi(iw /わ，Mifめ + G 

労働市場 iVO/め= '^iZiiw/P, Milp)

貨幣市場 Q ! M i / p ' )

政府予算 Qlお=G

これらの均衡条件のうちの一'"3は W akas法則により独立ではないから，これらは三つの未知数を 

決定する。これらの方程式は（rO, idd, (Mi), G を所与としてダ，W*およびびを決定する。

3 Keynes均衡と完全雇用政策

神谷〔7〕は，K eynes均衡を，実質賞金率がW a lra s均衡の実質賃金率を上回るために有効需 

要が潜在的需要を下回り非g 発的失業が存在するような均衡として考えている。われわれのモデル 

においては，混合経済のK eynes均衡は政府支出がW a lra s均衡の政府支出を下回り実質賃金率

注 （4 ) 消費財と貨幣の需要関数および労働の供給関数は実質賃金率および実質貨幣残高ストックについて 

0次同次である。

( 5 ) われわれは最も単純な形の政府の予算制約式を用いた政府の予算制約式を明示的にモデルに導入し 

たのは Ott-Ott〔11〕，Christ〔3〕〔4〕であり，Blinder-Solow〔2〕，Turnovsky〔13〕は政府の予算

制約式を用いて有益な結果を得ている。
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が Walras均衡の実質賃金率を上回るために，有効需要が潜在的需要を下回り非自発的失業が存在 

するような均衡として考えられる。

3—1 混合経済のKeynes均衡

混合経済のKeynes均衡においては，政府支出r が Walras均衡の政府支出G を下回り実質

賃金率がWalras均衡の実質賃金率を上回るために消費財の有効需要2 ぬが潜在的需要Ha;-を

下回り，潜在的労働需要iV が潜在的労働供給を下回るために非自発的失業が発生している。

実質賃金率および政府支出を所与として，消費者は潜在的消費財需要，潜在的労働供給および潜在

的貨幣需要を決定し，生産者は潜在的消費財供給および潜在的労働需要を決定する。非自発的失業
(6)

が存在するときには，潜在的労働供給（7；—る）は潜在的労働需要iV を上回っているから，実際 

の 労 働 供 給 は ，

N= および ni/^Ti—Zi 

という制約を満足するように潜在的労働需要によって決定される。したがって，実際の労働供給は 

実 質 賃 金 率 の み の 関 数 で あ る 。実際の余暇需要k は T广 Uニm であるから，実際の所 

得 は と な る 。消費者は，実質賃金率，実際の余暇需要および名目貨幣残高ス 

トックを所与として，実際の所得の制約 

14)' pijCi + + wli ̂ wTi + OiT̂ + Mi
(7)

のもとで効用を最大にするように，消費財の有効需要および貨幣需要を決定する。したがって， 

Walras均 衡 条 件 に 対 応 す る Keynes均衡条件は

(抑 ） （cA /f, a n  は ダ さ も 7T*+Mi のもとで Ui<ici, /f, ad を最大にする 

によって表現される。

消費財の有効需要C iは実質賃金率および実際の所得の関数であり，

(7) C i =  {wQ Ti一/i) + din： + Mi] /P — CLi

となる。このときの消費Cci, k, f l i )に対して，Uii = dUi/dli, Uic=dUi/dCiとおくと，

(8) UiiQCiy lif CL^I UicC.Cif li, di^ =  p

である。これがKeynes均衡の特徴である。Keynes均衡においては，所与の実質賃金率のもとで 

潜在的労働供給が実現している消費者から実際の労働供給が0 の消費者まで，さまざまな消費者が 

存在する。まったく失業していない消費者に対しては等号が成立し，失業者に対しては不等号が成 

立する。

注 （6) Malinvaud力’、述べているように，「そもそも非自発的失業という用語から，労働市場においては供 

給が需要を上回っていることは明らかである（a の，P.1)。」
(7 )  二重決定理論はClower [5]による。われわれのモデルにおいては，消費者が市場で実現した労働 

供給したがって余瑕需要を所与として所得制約のもとで効用を最大にするという二重決定を行なって 

いる。われわれのモデルにおいては，ふつう二重決定理論において仮定されない古典的経済学の第1 

公準が仮定されている。
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Keynes均衡（(cA /f, CY*, N*)’ Q *,ダ，k*)は次の均衡条件によって決定される。 

消費財市場 Y(jwlP')=Y!iiCi(Mlわ’ Mi/p) + r  

労働市場 N (̂ w / p) = '^inihjo/ p~)

貨幣市場 Q l p 、Mi/p)

政府予算 QIP=r

これらの均衡条件のうち労働市場の均衡条件は二重決定仮設により必ず成立し，残りの均衡条件の 

うちの一つはWalras法則により独立ではないから，これらの均街条件は二つの未知数を決定する(

したがって，これらの方程式は（T i ) , (め)，CM), r , およびM；を所与としてダおよびQ*を
( 8 )

決定する。

3—2 完全雇用政策の含意

完全雇用政策とは，政府支出を増加させる財政政策ある、は貨幣供給を増加させる金融政策によ 

って消費財の有効需要を増加させ，消費財供給したがって労働需要を増加させる政策である。この 

ように，完全雇用政策は有効需要を増大させて非自発的失業を減少させると考えると，Keynesの 

古典的経済学の第1公準(2)に基づくかぎり，完全雇用政策は実質賃金率を下落させることに帰着す 

る。

実際，（1)および(2)か ら ル ( /- i〔y ) ) である。この式を r について微分しdiwiめ i d r 、こ 

ついて解くと，

diw/p')/dr= (  / n n /  fN XdY /dn 

となる。 くたであり，完全雇用政策は有効需要したがって消費財供給を増加させ非g 発的 

失業を減少させるという通常の考え方に基づけばd Y ld r> aであるから， 

diw/pVdrKO

すなわち完全雇用政策は実質賃金率を下落させると考えてよいであろう。

4 完全雇用政策の経済効果

任意のKeynes均衡配分に対して，そのPareto改善であるWalras均衡配分が存在する。し 

たがって，完全雇用政策がKeynes均衡配分に対してPareto改善であるWalras均衡配分をも

注 （8 ) 混合経'済のKeynes均衡は次のように表現することもできる。すなわち，Keynes均衡は混合経済 

iiX i, ud, / , r, CTd, CdD.(恥 )）の M；* を所与とした均衡

CKoc') Cci*, lu  a * ')は のもとで Ui,(_Ci,ほ, fli)を最大にする

な め (V*, N * )は Y = f O O の も と で を 最 大 に す る  

(ぬ） T.iCi*+r=Y\ Zi(Ti-n-) = N\ J：iiai*-M i/p) = Q/p 

iKd) n*=p*Y*-w*N*

を 満 足 す る ほ, ai*X CY*, N*X Q\ p*, によって記述される。

( 9 ) 完全雇用政策によって実質賃金率が変化すれば，変化の方向が逆でも本稿の結果は同じである。
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たらすならば，国民所得水準は資源配分の厚生指標としても有効である。ところが，完全雇用政策 

は，経済メカニズムに依存して，必ずしもKeynes均衡配分に対してPareto改善であるWalras 

均衡配分をもたらさない。

4 - 1 完全雇用政策の経済効果

われわれのモデルにおいては，完全雇用政策は実質賃金率の下落をとおして失業，実質貨幣残高 

ストックおよび所得分配を変化させる。われわれは，Keynes均衡において完全雇用政策したがっ 

て実質賃金率の下落が消費者の効用水準に及ぽす効果を考察する。

非自発的失業が存在するときには，労働市場において潜在的供絵は潜在的需要を上回り労働の@ 

過供給が存在するから，各消費者の実際の労働供給（め）は生産者の労働需要7Vによって決定さ 

れる。（2)から労働需要は威 M；/ /0 < 0を満たしTVニ:l U f であるから，労働需要が増加したと 

きに特定の消費者の労働供給が減少するということがなくすべての消費者の労働供給が同じ方向に 

変化するならば，各消費者の実際の労働供給関数は実質賃金率の非増加関数になる。われわれは，

各消費者の実際の労働供給関数および効用関数について次の仮定をおく。

仮定1 すべての i 'fU ,...... , 7 } についてdfhld(jw/め'̂ 。

仮定2 すべての？'e U ,……，/ } について，

消費財と貨幣の消費は常に内点で均衡している

仮定1は，実質賃金率が下落するとき各消費者の爱際の労働供給は減少しないことを意味してい 

る。仮定2 によって，（5)から，U iJ = l が得られる。

Keynes均衡における消費者i の効用水準は，

Ui=UiiCi, li, ad

ただし Ci =  (iwm+di:+ Mi) /  わ一ou li~ Ti—Ui 
(10)

によって表される。これをw//)について微分してゴt/i/ゴ に つ い て 解 く と ，仮定2 および(5〉 

から Uial Uic=1 であることを考慮すれば，

dUi/d(.w/p)= Uicl [ni+di(.d(.n/p')/d(.w/p')')—Mdw] + iw/ p-vOC.dm/ diw/ p)')']

ただし， t/"/C/ie 

が得られる。（1)および(2)から，dYId(jA)Iめ = ijwIめ (ANId(jjoIt>y)であるから， 

d(j^/p')/d(.w/ p )= [ゴ17 威 w/ p)—N— iw/ p')i.dN! dOw! />))]

= - N

注 （10) Keynes均衡は，恣意的に決定される各消費者の実際の労働供給したがって非自発的失業に対応し 

て無数に存在する。われわれの命題は，勝手に選んだKeynes均衡に基づいているが，完全雇用政策 

が Keynes均衡配分に対してPareto改善であるWalras均衡配分をもたらさないKeynes均衡が 

存在するということを主張する否定命題であるから，Keynes均衡を勝手に選ぶことには問題はない。
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である。したがって，

(9) dUJdiw/p) = Uic\.ini+MJw—Ndi) + Cw/p—vdidm/diw/p))]

が得られる。（9)は実質賃金率の変化が消費者の効用水準に及ぽす効果を表している。

(9)はさらに，実質賃金率の変化に対して，失業の変化が及ぼす効果 

Uiciw/p—vdidni/diw/py),

実質貨幣残高の変化が及ぼす効果 

UiM /w ')

および所得分配の変化が及ぽす効果 

UicQm—NdO

に分解される。 であり，仮定1からdmldholp')幼 であり，Keynes均衡においては(8)か 

ら で あ る か ら ，

(10) UicQw/ p~ vd(.dn i/dQ w / />)) ^ 0

である。したがって，実質賃金率が下落したときには，失業が減少し，消費者の効用水準は高くな 

る。ところが，実質残高効果は

(11) U ie iM i/ w ')> Q

であり，実質賃金率が下落したときには，実質残高が下落して，消費者の効用水準は低くなる。ま 

た，所得分配効果は，各消費者の総雇用に占める労働供給の比率と利潤分配率の大きさに依存して 

符号は確定しない。したがって，m+Mi/w-Ndiの符号は確定しないから，dUild(jJolめ の符号 

も不確定である。このことは，完全雇用政策はある消費者には利益をもたらすが他の消費者には損 

失をもたらすことを意味している。

4 - 2 実質残高効果

すべてのz'eU,……，/ } についてすなわち各消費者の総雇用に占める労働供給の比率 

が利潤分配率に等しいとしよう。このときには，所得分配効果は消失し，完全雇用政策の経済効果 

は(9)から，

dUi!diw/p) - - UiciMi/w+ Qw/p—vdQdUi/d(jwf/>))]

に遺元される。ところ力；，ao)および01)から，dUildiwIめ の符号は不確定である。このことは，実 

質残高効果をもたらす完全雇用政策は必ずしも消費者の効用水準を上昇させないことを意味してい 

る。これは，実質賃金率の下落が，失業を減少させて消費者の効用水準を上昇させるのと同時に， 

実質貨幣残高を減少させて消費者の効用水準を低下させるからである。しかも，Keynes均衡にお 

いて失業していない消費者すなわちwlt>=mを満たす消費者の効用水準は，01)から 

dUi/d(^w/p') ニ UiXMdM；) > 0 

であり，必ず低下する。したがって，実質残高効果をもたらす完全雇用政策は，失業していない消 

費者全員の効用水準を低下させる。
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実質残高効果は消費財の貨幣®格の変化によってもたらされる。そこで，消費財の貨幣M格を変 

イ匕させず，貨幣賃金率を下落させることにより実質賃金率を下落させるような完全雇用政策を考え 

よう。このときには，実質残高効果は消失し，完全雇用政策の経済効果は(10)から 

dUJdw= Uiciw/p—vd (idm/dw) ̂  0 

である。したがって，貨幣賃金率の下落は消費者の効用水,を上昇させることはあるが低下させる 

ことはない。

このように，実質残高効果が存在するときには，消費財の貨幣価格を上昇させることにより実質 

賞金率を下落させるような完全雇用政策と貨幣賃金率を下落させることにより実質賃金率を下落さ 

せるような完全雇用政策は異なる経済効果をもたらす。

4—3 所得分配効果

実質残高効果がなく所得分配効果のみが作用するときには，完全雇用政策の経済効果は(9)から 

d Ui/dw= UicKm—Ndi) + (.w/p—Vi) Cdni/dtv)]

であるが，m - m の符号は確定しないから，dUildvoの符号も不確定である。実質残高効果も所 

得分配効果もないときには，完全雇用政策はPareto改言である資源配分をもたらすから，所得分 

配効果も完全雇用政策の所得配分における有効性を損なう効果である。所得分配効果が作用する理 

由はそれぞれの消費者の所得の源泉が異なることにある。この差異は，消 費 者 を と ル /7Vの相 

対的大きさにしたがって分類することによって表される。たとえば，

金利生活者 I = UIめ>mA/V}

^  = {i\di=ni/N]

労働者

によって消費者を分類すれば，所得分配効果のみが作用する完全雇用政策の経済効果は，次のよう
(12)

に要約される。

1 . 任 意 の レ I について，dUJdwくQ。

2 . 任意の / e n について，u)lお'> V iならぱdUifdw<J)’

w/p=Vi ならぱ dUi/dw=Q。

3 . 任意のレ m について，w lp^V iならばdW  dw の符号は不確定，

w/p=Vi ならぱ dUi/dw〉Q。

注 〔11) 完全雇用政策を行なったときに貨幣賞金率の方が消費財の貨幣価格より早く反応する場合にはこの 

ようなことが考えられる。あるいは，公務員の賃金率の上昇率が民間企業の賃金率の上昇率の基準と 

して採用されているような場合には，公務員の賞金率の上昇率を低く抑制することなどもこの種の政 

策として考えられる。

( 1 2 )この消費者の分類は，均衡労働需要iV*および均衡労働供給（n广）に依存しているため，め= 0 の 

場合以外は任意の消費者がどの消費クラスに分類されるかを先験的に決定することはできない。しか 

し，消費者によってかれが受け取る賈金および利潤の経済全体の利潤および賃金に対する比率が異な 
るということは明らかである。
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このことは，完全雇用政策は金利生活者の効用水準を上昇させ，失業していない労働者の効用水
(13)

準を低下させることを意味している。

こうして，完全雇用政策の経済効果は失業の減少による効果とともに実質残高効果と所得分配効 

果の総合効果として特徴づけられ，消費者をめとm/N+MifwNの相対的大きさにしたがって分 

類することによって，完全雇用政策は金利生活者の効用水準を上昇させ，失業していない労働者の 

効用水準を下落させることが得られる。

5 結びにかえて

完全雇用政策は，失業の減少とともに実質残高効果および所得分配効果を伴う。これらの効果に- 

ついて次の結果が得られた。

I . 完全雇用政策は，一方で実質賃金率を下落させ非自発的失業を減少させることにより消參者の 

効用水準を上昇させるが，実質残高効果は実質貨幣残高ストックの減少によって，所得分配効果 

は所得分配の相違によって一部の消費者の効用水準を必ずしも高めない。したがって，完全雇用 

政策は資源配分について必ずしもPareto改善的ではない。 

n . 実質残高効果が存在するときには，消費財の貨幣価格を上昇させて実質賃金率を下落させるよ 

うな完全雇用政策よりも，貨幣賃金率を下落させて実質賃金率を下落させるような完全雇用政策- 

の方が望ま しい。

したがって，非自発的失業が存在する均衡配分を完全雇用均衡配分に再配分するような政策を行な 

う場合においても，国民所得水準は，政策手段が実施される経済のメカニズムに依存して，資源配_ 

分については必ずしも有効な厚生指標ではな、。

これらの結果はいくつかの制約のもとで示された。資源の最適配分とKeynesの非自発的失業 

を同時に取り扱う場合には，私有経済の均衡理論とIS—L M 理論を統合することが望ましいであ 

ろう。それに対し，われわれのモデルは投資関数および流動性関数を欠いている。われわれの結果 

は，Keynesの古典的経済学の第1公準および生産関数の性質に本質的に依存している。生産関数 

が F = / ( A O である場合には，消費財供給，労働需要および利潤は実質賃金率の関数として導出 

され，それらの関数の性質を容易に知ることができる。ところが，この生産関数をたとえば資本7T 

が一定のときの一次同次の生産関数Y ニF OC, N ) であると解釈し，投資したがって投資関数を 

考慮すると論証が複雑になるであろう。また，われわれは消費財が一つだけで生産者も1人である 

という単純化を行なっている。これらの制約を除いて本稿で得られた結果を一般化することはこれ 

からの研究課題としたい。

注 〔1 3 ) これらの結果は神谷〔7〕の結果と同じものである。したがって，本稿の結果は神谷〔7〕の結果の• 

拡張になっている。
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